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令和4年度専門部会の協議内容

①東西交通大宮ルートの
必要性の再検証

②新たな交通システムの
導入方針の検討

③新たな交通システムの
導入計画の検討

④事業評価の検討

⑤計画の判断

⑥次期答申の対応

次期答申（R13）

• 最新のPT調査結果等に基づいた、大宮～浦和美園エリアの市内外の移動
実態、ニーズの現状把握

• 輸送システムの特性、導入空間、走行空間、関連法制度等について事業
化のための課題を整理

• 大宮～浦和美園間の交通ネットワーク・サービスレベルや移動ニーズに対
する現状の交通ネットワーク・サービスの過不足を整理

• 新型感染症の拡大等の社会情勢・くらしの変化を踏まえた将来的な東西交
通の必要性を再検証

①東西交通大宮ルートの必要性の再検証

〇東西交通に係る交通の現状把握

• 大宮GCS構想、浦和美園・東西交通沿線まちづくり、地下鉄7号線延伸等

の、東西交通に係る具体の関連計画・事業の進捗、内容を把握し、東西交
通大宮ルート導入による影響（関連計画へのメリット・デメリット）を整理

• 大宮～浦和美園間の地域・エリアの土地利用や住民ニーズ、エリアマネジ
メント等の動向を把握し、東西交通大宮ルート導入が地域にもたらす効果
及び懸念事項を整理

• 総合振興計画、SMARTプラン、地域公共交通計画等の上位・関連計画の

見直し・策定を踏まえた、将来都市構造・交通ネットワークにおける東西交
通の位置づけ、役割からその必要性を整理

〇東西交通に係るまちづくりの現状把握

• 東西移動のボリューム、
需要の発生箇所、目的地

• 開発計画、住宅地立地、
道路計画・線形…

ニーズ、土地利用、道路線形
に見合ったシステムの選定

• 東西交通の受益者（ボリュ
ーム）、時間短縮効果

• 開発計画への影響、上位
計画等の連携・波及効果
、住民ニーズ

事業の投資効果（事業による
効果・影響）

• 本年度の専門部会では、昨年度に続き検討ステップ①東西交通大宮ルートの必要性の再検証として、交通やま
ちづくりの現状把握を行うことで、今後の検討ステップでの協議の土台を整える。

• 来年度の第1回専門部会において、将来的な東西交通の必要性、役割、位置づけを整理し、再検証結果を示す
こととする。

【R5年度第1回専門部会】
• 将来的な東西交通の位置づけ、役割から必要性を整理し、

再検証結果を示す
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※R4年度検討事項



令和4年度専門部会の協議内容

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒東西交通に対する需要を検証するため、市内全体の移動のうち東西
交通の需要の対象規模を把握し、それに見合った新たな交通システ
ムを検証

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒東西交通の社会的な役割等を検証するため、新たなライフスタイル
やカーボンニュートラル等の社会情勢やくらしの変化から、将来的
な東西交通の持つべき役割・必要性に係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒①②の需要や社会変化の反映方法を把握するため、過年度の費用便
益分析や先進事例の検討内容を整理
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令和5年度専門部会に向けて



令和4年度専門部会の協議内容
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令和5年度専門部会に向けて

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒東西交通に対する需要を検証するため、市内全体の移動のうち東西
交通の需要の対象規模を把握し、それに見合った新たな交通システ
ムを検証

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒東西交通の社会的な役割等を検証するため、新たなライフスタイル
やカーボンニュートラル等の社会情勢やくらしの変化から、将来的
な東西交通の持つべき役割・必要性に係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒①②の需要や社会変化の反映方法を把握するため、過年度の費用便
益分析や先進事例の検討内容を整理
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検討結果のまとめ（協議内容①）

検討内容 検討結果

• パーソントリップ調査のデータから、大
宮から浦和美園間のルート沿線エリア内
の移動実態を分析

• 市内全体の移動需要のうち、主要なター
ゲットと想定されるルート沿線間の移動需
要は市内全体の7%程度と限定的

• ルート沿線エリアの発生集中交通量から
の移動需要と路線バスの運行頻度からの
交通サービスの過不足の確認

• 発生集中交通が生じているにもかかわらず、
路線バスのルートやバス停間の密度が低く、
運行頻度が少ない状況

• 特に浦和美園駅に距離が近いエリアでは大
宮駅側よりもサービス水準が低く、浦和美
園駅ゾーンへのアクセスは自動車でのアク
セスが中心となっている

• 沿線人口とエリア内の移動状況、及び大
宮・さいたま新都心・浦和美園駅利用者
のエリア外への移動状況から、東西交通
利用者を試算

• 約3,000～10,000人/日の利用者が想定
され、BRT・路線バスが採算ライン
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発生集中交通量（万トリップ／日）

 今回の検討対象として、東西交通ルート案沿線の小ゾーン（東京都市圏PT調査）を抽出し、沿線エリ
ア内及び大宮駅・浦和美園駅周辺ゾーンの移動実態を確認することで、将来的に現在の移動手段から
の転換が想定されるターゲットの移動状況を確認する

 市内の発生集中交通量に対して、東西交通の主要なターゲットと考えられる沿線エリア内での発生集
中交通量は約７％程度であり、東西交通が接続する大宮駅・浦和美園駅等を経由する移動を含み、一
部がターゲットになると想定される沿線ゾーンからさいたま市内外を合わせても約２６％程度

●さいたま市の方面別発生集中交通量（全目的：H30（2018年））
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さいたま市内における東西交通ルート沿線エリアの移動規模

●主要なターゲットとなる移動の内訳

①浦和美園駅周辺ゾーンへの方面別発生集中交通量（全目的：H30（2018年）

②大宮駅周辺ゾーンへの方面別発生集中交通量（全目的：H30（2018年））
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市内全体の約２％（浦和美園 5.5 / 市内全体 300.4）

市内全体の約５％（大宮 14.5 / 市内全体 300.4）
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 東西交通がアクセスする（利用可能性がある）浦和美園駅への現状での移動需要を確認するため、ど
こから、どの様な手段で移動が生じているかを把握する

 主要なターゲットと想定される「ルート沿線エリアと浦和美園駅ゾーン間」の交通量は、約３４％程
度であり、代表交通手段分担率として自動車・自動２輪車が約６割となっている

◎参考：浦和美園駅周辺ゾーン
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浦和美園駅ゾーンの移動の状況

さいたま新都心駅

浦和美園駅

大宮駅

●浦和美園駅周辺ゾーンの方面別（※）発生集中交通量

（全目的：H30（2018年））
※方面区分
・沿線エリア
・市内（沿線エリアを除く）
・その他東京都市圏内

●浦和美園駅周辺ゾーンの方面別（※）発生集中交通の

代表交通手段分担率（全目的：H30（2018年））

●浦和美園駅周辺ゾーンから（への）発生集中交通量の分布（全目的：H30（2018年））
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◎参考：大宮駅周辺ゾーン

大宮駅周辺ゾーンへの移動の状況

●大宮駅周辺ゾーンの方面別（※）発生集中交通量

（全目的：H30（2018年））
※方面区分
・沿線エリア
・市内（沿線エリアを除く）
・その他東京都市圏内）

●大宮駅周辺ゾーンの方面別（※）発生集中交通の

代表交通手段分担率（全目的：H30（2018年））

●大宮駅周辺ゾーンから（への）発生集中交通量の分布（全目的：H30（2018年））

 東西交通がアクセスする（利用可能性がある）大宮駅への現状での移動需要を確認するため、どこか
ら、どの様な手段で移動が生じているかを把握する

 主要なターゲットと想定される「ルート沿線エリアと大宮駅周辺ゾーン間」の交通量は、 約２０％程
度であり、大宮駅近隣のエリアとの移動が多く、代表交通分担率として自動車・自動２輪車が約１割
となっている



●ルート沿線ゾーン間のOD交通量、大宮駅・さいたま新都心駅・浦和美園駅利用の沿線ゾーンからゾーン外（※）のOD交通量

（全目的：H30（2018年））

OD交通量（全目的：人/日）
5,000人/日以上
2,500人/日以上
1000人/日以上

●代表交通手段分担率
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その他沿線ゾーン間の移動

沿線ゾーン⇔沿線ゾーン外
（大宮・新都心・
浦和美園駅利用）

沿線エリアの移動合計

鉄道 バス 自動車 2輪車 自転車 徒歩 その他
※OD交通量が1000人／日以上の移動を表示

※沿線ゾーン外はさいたま市内（沿線エリアを除く）、その他東京都市圏内

 ルート沿線エリア内における移動の距離帯を把握するため、ゾーン間のOD交通量と代表交通手段分
担率を確認する

 隣接ゾーン間の移動量が多く、ゾーンを超えての距離の長い移動は比較的少ない状況である

 主要なターゲットと想定される大宮駅ゾーンへの移動は2割弱が公共交通利用である一方、浦和美園
駅への移動は半数が自動車利用となっている

ルート沿線エリアの移動実態：エリア内の移動ニーズ（全目的）

(さいたま新都心駅利用)

(浦和美園駅利用)



ルート沿線エリアにおける移動需要と路線バスサービスの現状
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●導入エリアにおける発生集中交通量・路線バスサービスの関係

大宮駅

さいたま新都心駅

浦和美園駅

 大宮と美園の間の路線バスは、往復200本/日（直通は往復40本/日）が運行されているエリアも見
られ、ある程度移動需要の高いエリアで高い運行頻度のサービスが提供されている

 一方で、想定ルートの沿線では、ある程度の発生集中交通が生じているにもかかわらず、路線バスの
ルートやバス停間の密度が低い、運行頻度が少ない等の状況にある

 特に浦和美園駅に距離が近いエリアでは、浦和美園駅ゾーンへのアクセスは自動車でのアクセスが中
心となっているという現状から、大宮駅側よりもサービス水準が低いと思われる。

バス運行頻度（本／日・往復）
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パーソントリップ調査データによる移動実態のまとめ

検討内容 検討結果

東西交通ルート沿線エリア
の移動ボリューム

市内全体の移動需要のうち、主要なターゲットと想定される
ルート沿線間の移動需要は市内全体の7%程度と限定的
一部がターゲットになると想定される大宮駅・浦和美園駅等
を経由する移動は市内外合わせても約26％程度

拠点（大宮駅・浦和美園駅
周辺）への移動

浦和美園駅周辺ゾーンへは、3割が沿線ゾーンからの移動で
あるが、現状でほとんど公共交通は利用されていない
大宮駅周辺ゾーンへの移動は2割程度が沿線ゾーンからの移
動で、公共交通分担率は2割程度と比較的高い

エリア内の移動方面・範囲 隣接ゾーン間の移動量が多く、ゾーンを超えての距離の長い
移動は比較的少ない

移動需要と路線バスのサー
ビス水準

路線バスは、ある程度移動需要の高いエリアで高い運行頻度
のサービスが提供されている
一方で、浦和美園駅に距離が近いエリアでは大宮駅側よりも
サービス水準が低く、浦和美園駅ゾーンへのアクセスは自動
車でのアクセスが中心となっている



輸送システム別の採算ラインの利用者数の分析
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路線延長 駅数 運行 編成車両
LRT

10km
13駅

1日17時間運行
（6時〜23時）

4両
BRT 2両
路線
バス － 1両

 新たな輸送システムの導入が適切であるか、輸送システムの採算確保に必要な利用客数と沿線エリア
で想定される移動需要を比較検証する

 学術論文等の一般的な整理においては、新たな交通モードを導入した際に、LRTで約４万人/日、
BRTで約1万人/日、路線バスでは約6千人／日の利用が採算の目安とされ、導入する交通システムに
より、どの程度の需要が見込めるかは大きく異なる

⇒現況の東西交通ルート沿線の人口密度、外出率、交通分担率等からこの採算ラインに足りうるニー
ズが見込めるかを検証

※「都市における交通システム再考（土木学会誌vol.88」）を参考に整理
※BRTの運営経費・車両想定については新潟市HP「新バスシステムとは」の記載を

参考として設定

●輸送システム別の採算確保利用客数

システムの最大対応
輸送力（人／時・片道）

標準的な運行ダイヤに
おける運営経費
（億円／年）

平均運賃200円で運営経
費に必要な利用客数
（人／日）

LRT 11,000 2.8 38,000
BRT 4,000 1.5 11,000
路線バス 2,500 0.41 6,000

●運営経費算定の前提条件



過年度の検討における輸送システムの適用範囲の検討
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 過去の検討では、まず前提条件として輸送密度を11 ,000人/日と算出し、「AGT、モノレール、路
面電車、LRT」が適用範囲とした。
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沿線ゾーン間

沿線ゾーン⇔沿線ゾーン外
(大宮駅・さいたま新都心・浦和美園駅を利用する移動を抽出)上記以外の沿線ゾーン⇔沿線ゾーン外移動

ルート沿線人口等から推計される東西交通利用のターゲットの想定
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ルート１ ルート２ ルート３ ルート４
沿線人口（人） 41,478 79,893 58,858 61,963 

●想定ルート沿線の人口・分布

※ ル ー ト 沿 線 人 口 は 、 各 ル ー ト の 沿 線 5 0 0 メ ー ト ル 内 の R 2 国 勢
調 査 4 次 メ ッ シ ュ 人 口 を 面 積 按 分 す る こ と に よ り 算 定 。

●想定ルート沿線ゾーンの移動方面の割合（全目的：H30（2018年）

東西交通利用のターゲットと想定

1%

5% 20% 20% 52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道 バス 自動車 自動二輪 自転車 徒歩 その他

●想定ルート沿線ゾーンから大宮・さいたま新都心・浦和美園駅

アクセスの端末交通手段分担率（全目的：H30（2018年）

 想定ルートにおける東西交通の移動ニーズを試算するため、沿線人口、その内、エリア内での移動・鉄
道駅の利用割合、駅端末交通手段分担率等のデータを整理した

 想定ルートは、一部の区間を除き、沿線エリア内で比較的人口密度の高いエリアを結ぶ形となっている

 想定ルート沿線では、東西交通利用のターゲットと想定される沿線エリア内での移動と大宮・さいたま
新都心・浦和美園の駅アクセス利用者は半数程度の割合で、現状では公共交通利用は６％程度となって
いる



想定される東西交通利用者に対する輸送システムの採算ライン
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①沿線人口 ②外出率
③エリア内

移動・鉄道駅
利用割合

駅端末交通分担率 東西交通ニーズ（人/日）

④バス ⑤バス＋自動車
＋自動二輪

公共交通利用者
（①×②×③×④）

公共交通＋
自動車等利用者

（①×②×③×⑤）

ルート１ 41,478 

77% 53% 5% 26%

1,739 8,538 

ルート２ 79,893 3,349 16,446 

ルート３ 58,858 2,467 12,116 

ルート４ 61,963 2,597 12,755 

ルート平均 2,538 12,464

東西交通利用者（人/日）＝各ルート沿線人口（人）×沿線エリアの外出率（％）×

エリア内での移動・鉄道駅の利用割合（％）×駅端末交通手段分担率（％）×２（往復利用）

●現状の東西交通ルート沿線エリアにおける東西交通利用者の試算

 現況の沿線人口と東西交通のターゲットと考えられるエリア内での移動状況及びエリア外への大宮・
さいたま新都心・浦和美園駅利用者の移動状況から、現況ベースでの東西交通利用者の想定を試算

 試算の結果、自動車利用者が全て東西交通に転換しても約1 .2万人／日の利用見込み

 現状の想定では約3 ,000～10 ,000人の間での利用が想定され、BRT・路線バスが採算ライン

●輸送システム別の採算確保利用客数（再掲）

LRT BRT 路線バス
平均運賃200円で運営
経費に必要な利用客数
（人／日）

38,000 11,000 6,000

※沿線エリアの外出率は沿線エリアの外出人口（20.6万人）÷沿線エリアのゾーン
夜間人口（26.8万人）で設定



輸送システム別の利用者数と特徴
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 現状の想定では約3 ,000～10 ,000人の間での利用が想定され、BRT・路線バスが採算ライン

LRT BRT 路線バス

トラムトレイン 路面電車 大型バス・連節バス ガイドウェイバス 高速道路走行 既存バス強化

イメージ

最高
速度

60km／h 40km／h 50～60km／h 60km／h 60km／h 60km／h

適用
法律

鉄道事業法 軌道法・道路交通法
道路交通法・
道路運送法

軌道法
道路交通法・
道路運送法

道路交通法・
道路運送法

表定
速度

20～25km／h 20～25km／h 20km／h 20～25km／h 20～25km／h 12km／h

最大対応
輸送力

11,000人／時 11,000人／時 4,000人／時 4,000人／時 2,500人／時 2,500人／時

運営経費
に必要な
利用客数

38,000人／日 11,000人／日 6,000人／日

特徴

• 専用空間のため、
定時性に優れる

• 既存インフラを活
用するため初期費
用が安い

• 既存インフラを活
用するため、初期
費用が安い

• 路線バスに比べて
大量輸送が可能

• 専用道を有し、一
般車と完全に分離
しているため定時
性が確保される

• 首都高速埼玉新都
心線の東北道まで
の延伸を想定する

• 既存インフラを活
用するため初期費
用が安い

• 既存インフラを活
用するため初期費
用が安い

導入事例

• 富山ライトレー
ル

• 広島電鉄（広電
宮島線）

• 岡山電気軌道
• 長崎電気軌道

• 名古屋基幹バス
• 新潟交通

• 名古屋ガイドウェ
イバス

• さいたま市（新高
01系統）

－

資料：第4回沖縄鉄軌道計画検討委員会（2018.4月）資料を参考に作成
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検討結果のまとめ（協議内容①）

検討内容 検討結果

• パーソントリップ調査のデータから、大
宮から浦和美園間のルート沿線エリア内
の移動実態を分析

• 市内全体の移動需要のうち、主要なター
ゲットと想定されるルート沿線間の移動需
要は市内全体の7%程度と限定的

• ルート沿線エリアの発生集中交通量から
の移動需要と路線バスの運行頻度からの
交通サービスの過不足の確認

• 発生集中交通が生じているにもかかわらず、
路線バスのルートやバス停間の密度が低く、
運行頻度が少ない状況

• 特に浦和美園駅に距離が近いエリアでは大
宮駅側よりもサービス水準が低く、浦和美
園駅ゾーンへのアクセスは自動車でのアク
セスが中心となっている

• 沿線人口とエリア内の移動状況、及び大
宮・さいたま新都心・浦和美園駅利用者
のエリア外への移動状況から、東西交通
利用者を試算

• 約3,000～10,000人/日の利用者が想定
され、BRT・路線バスが採算ライン



令和4年度専門部会の協議内容
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令和5年度専門部会に向けて

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒東西交通に対する需要を検証するため、市内全体の移動のうち東西
交通の需要の対象規模を把握し、それに見合った新たな交通システ
ムを検証

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒東西交通の社会的な役割等を検証するため、新たなライフスタイル
やカーボンニュートラル等の社会情勢やくらしの変化から、将来的
な東西交通の持つべき役割・必要性に係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒①②の需要や社会変化の反映方法を把握するため、過年度の費用便
益分析や先進事例の検討内容を整理
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検討結果のまとめ（協議内容②）

検討内容 検討結果

• コロナによるライフスタイルや社会情勢
の変化を踏まえ、コロナ前後の公共交通
利用や移動需要の影響を把握

• 公共交通利用は20%減少し横ばいで推移
し、これ以上は戻らないという観測が一般
的

• 国内外のカーボンニュートラルに向けた
方針や取組を調査し、国民の認知や取組
状況を整理

• 日本を含む123ヵ国、及びさいたま市に
おいて2050年温室効果ガス０を宣言

• 国民レベルでは認知・理解が低い



近年のライフスタイル等の変化を踏まえた公共交通を取り巻く環境

 近年の新型感染症拡大の影響に伴うライフスタイルの変化により、公共交通利用の低下や多様な移動
ニーズに対応した移動手段の提供等、公共交通を取り巻く環境は大きく変化

• 生活（外出、働き方、教育、DX…）

• 意識（健康、医療、居住、コミュニケーション…）

• 経済（倒産・廃業、赤字、失業、所得減…）

〇コロナ前後の生活様式変化のイメージ
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Before 
COVIT-19

With
COVIT-19

After 
COVIT-19

COVIT-19前の

状態

既に生じていた変化
・外出率、トリップ数
の減少
・働き方・暮らし方
・デジタル化

……

COVIT-19禍の

状態

COVIT-19によって

新たに生じた変化
・ 「３密」の回避
（密集、密接、密閉）

……

COVIT-19によって

加速した変化
・テレワーク
・通販

……

COVIT-19終息後の状態
短期的

（2～5年後）
中期的

（5～10年後）

？

？

？

？

ニューノーマル
新たな常態・常識、新しい生活様式



新型感染症による移動実態の変化

0%

20%

40%

60%

80%

100%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2020年 2021年

定期利用 定期外利用

 全国的に公共交通は、昨年４月の緊急事態宣言発令以降減少し、横ばいで推移。

 全年齢において外出率は減少しており、特に緊急事態宣言中の感染への不安意識の定着は高い。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2020年 2021年

高速バス 路線バス

○鉄道の輸送人員の変化（2019年同月比）

（資料：国土交通省：鉄道輸送手統計）

緊急事態宣言 緊急事態宣言 緊急事態宣言

緊急事態宣言 緊急事態宣言 緊急事態宣言

○路線バス・高速バスの輸送人員の変化（2019年同月比）

（資料：新型コロナウイルスに関する行動・意識調査
（土木計画学研究委員会）を基に作成）

○感染拡大による外出控えの意識の定着

（資料：国土交通省新型コロナ生活行動調査）
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13%

24%
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39%

32%

11%

16%

11%

6%

8%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020.5月

2020.10月

2021.1月

感染が怖いので、できるだけ家にいておきたいと思う

強くそう思う そう思う どちらともいえない
そう思わない 全くそう思わない

（緊急事態宣言中）

（緊急事態宣言中）

○年齢階層別の外出率（2019年同月比）

2022年まで数値更新

2022年まで数値更新



新型感染症による鉄道利用の変化

 首都圏では、通勤で35%、通学で54%、私事で46%の人の利用頻度が減少。

 私事目的では「利用しなくなった」人の割合が他目的より高い。

 利用頻度減少の主要因は、新型コロナ感染症の流行に伴いリモート活動の増加。

〇鉄道の利用頻度の変化（全国都市圏）
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〇鉄道の利用頻度変化の要因（全国都市圏）

通勤

通学

私事

通勤

通学

私事



新型感染症による移動ニーズの変化

 ワクチン接種や感染収束後は、買い物、交流、旅行へのニーズは高い

 コロナ前までのさいたま市の観光入り込み客は増加トレンドにあった。ポストコロナにおいては観光
は需要が復活する可能性が高く、大宮駅周辺・見沼田圃周辺等の観光資源との連携も引き続き見据え
た交通手段は必要

○さいたま市内の観光入り込み客数の推移
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20.0%
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88.0%
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○旅行代理店大手10社の予約人員の変化（2019年同月比）

（資料：国土交通省：新型コロナウィルスによる関係業界への影響について）

〇ワクチン接種後の活動の意向

（資料：ニッセイ基礎研究所：第５回 新型コロナによる暮らしの変化に関する調査）
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新型感染症による観光需要の変化

 ワクチン接種の普及から重症化リスクが低下している他、政府が行動制限を実施しない方針が続いて
おり、国内の観光需要に関しては2020年からは上昇の見込みが確認される

 インバウンド需要については、訪日外国人割合の高い中国等で海外渡航が制限されており、コロナ前
水準まで回復するには時間を要する見込みであるものの、入国者数上限の撤廃・訪日客の個人旅行の
解禁など、水際対策を大幅に緩和したことから、コロナ流行後初めて20万人を上回る等、緩やかに回
復の傾向が見られる

○国内観光関連産業活動指数 ○訪日外国人客数

資料：グローバル経済と主要産業の動向（2022 年度下期：日本総合研究所）資料：第３次産業活動指数（経済産業省経済解析室）



新型感染症前後の移動の変化

 コロナ収束後もリモート会議等の代替手段が普及することで、移動需要が減少することが予想される。

 新しい生活様式が遵守された場合は、いわゆる「3密」を回避するために混雑が忌避されるため、輸
送効率性が低下し、事業運営がさらに厳しくなりうる。

〇コロナ前後の生活様式変化によって起こりうる移動の変化のイメージ
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想定される生活の変化

感染対策

 パーソナルディスタンスの確保
 手洗い・消毒の徹底
 帰省や旅行の自粛
 誰とどこであったの記録
 多人数での会食等の出控え

 「３密」の回避
 出前・宅配の利用
 電子決済の利用
 徒歩や自転車の併用

 テレワークの活用
 時差出勤の活用
 出張の制限
 リモートオフィスの活用

日常生活

働き方

移動量・
ピーク
変化

サービス
選択の
変化

情報の
変化

 移動量自体の減少
 混雑回避によるピークの平準化

 デリバリー、移動販売サービス
需要の増加

 電車・バスから、徒歩・自転車
・自家用車などパーソナルなモ
ビリティへの以降

 待ち時間や混雑回避のためのオ
ンデマンドサービスの需要増加

 電子決済への移行
 乗客の移動データ収集の重要性

向上
 混雑情報のニーズの高まり

想定される移動の変化



国内外のカーボンニュートラルに向けた動向
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 1997年の京都議定書の制定以降、我が国を含む先進国は温室効果ガス排出量について、法的拘束力
のある数値目標を各国ごとに設定し、多くの国々が2050年温室効果ガス0を目標に掲げて、世界の
123カ国（2022年10月時点）が2050年温室効果ガス0を宣言

 我が国においても、温室効果ガスの総排出量は、2014年度以降6年連続で減少しており、排出量を
算定している1990年度以降、前年度に続き最少を更新している

〇日本の温室効果ガス排出量

1995年 第1回気候変動枠組み条約締約
国際会議（COP1）

• ドイツのベルリンで開催、以降毎年開催

1997年 京都議定書の制定 • 初めて温室効果ガスの削減行動を義務化
2000年 MDGsの採択 • 開発分野の国際社会の2015までの共通目標
2014年 RE100発足 • 2050年までに再生可能エネルギー100%を目指す
2015年 SDGsの採択 • 2030年までに持続可能な世界を目指す世界目標
2015年 パリ協定の採択 • 世界共通の目標として、2°目標を設定
2015年 SBT発足 • パリ協定の削減水準に基づく削減目標の設定の推進
2017年 TCFD • 企業の気候変動による財務的影響の開示、シナリオ分析の導入を推進

出典：２０５０年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き（経済産業省）

〇カーボンニュートラルに向けた世界の取組経緯



さいたま市のカーボンニュートラルに向けた動向
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 2020年時点で、さいたま市を含む191自治体が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明

 本市は、令和2年7月に、2050年までに「ゼロカーボンシティ」を目指していくことを表明し、中長
期的に脱炭素化を図り、持続可能でレジリエントな地域の実現を目指す2050年度までのロードマッ
プを策定

〇2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体

出典：さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略

〇さいたま市における2050ロードマップ

出典：２０５０年カーボンニュートラルに向けた 国土交通省の取組について
（国土交通省）

 国土交通省においても、2050年カーボン
ニュートラルの実現に向け、CO2総排出量
の約５割を占める運輸部門における排出削減
に向け、次世代自動車の普及促進の他、引き
続き公共交通の利用促進が、脱炭素化等を推
進するものと示している。



国民のカーボンニュートラルに対する意識

〇カーボンニュートラルに対する国民の認知・理解

〇公共交通計画における環境の視点（北九州市の例）

出典：カーボンニュートラルに関する生活者調査（電通） 28

 一方で、国民レベルではカーボンニュートラルへの認知・取り組み必要性への理解は、特に若年世代
などでまだ浸透していない

 カーボンニュートラルに対しては、身近な生活のなかでエネルギー消費に関わる行動変容がポピュ
ラーになりつつあるが、日常生活行動の中で、移動に関しては比較的意識が低い

＜カーボンニュートラルの認知度＞

＜カーボンニュートラルの取組の必要性＞



国内外のカーボンニュートラルの動向
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 米国、欧州では運輸部門のCO2削減のための取組が行われており、移動を含めて日常生活や経済活動
においても、業務、家庭部門等の主体が自ら温室効果ガス排出削減の取組を促進することが期待され
ている

 日本は産業部門中心であるが、輸送手段の電気化等も重点戦略として想定されている

 米国の旅行代理店、Expedia Affiliate Network は、旅行予約サイ
トTripZero を通じてホテル予約客の旅行の温室効果ガス削減（カ
ーボン・オフセット）を促進するサービスを提供

 旅行客がサイトを通じてホテルを予約すると、旅行先までの移動
手段や人数等に基づきCO2 排出量を算定し、よりカーボン・オフ
セットとなる旅程が提案される

 旅行客はカーボン・オフセットに係る費用を負担せず、ホテル側か
らの手数料により追加費用が賄われる

 旅行客はTripZero で予約するだけで環境貢献ができ、ホテルは
環境感度の高い旅行客への効果的なアプローチが可能となる

〇移動に関する温室効果ガス排出削減の取組：TripZero（米国）

出典：エネルギー白書2022（資源エネルギー庁）

出典：Ｊクレジット活用促進支援委託業務成果報告書（デロイトトーマツ）

〇2050年目標達成に追加的に必要なCO2削減量の部門別比率

〇グリーン成長戦略における運輸部門の取組



ポストコロナのバス交通についての認識
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 さいたま市地域公共交通協議会においても、コロナ禍を経て公共交通の利用は7～８割で今後すぐに
戻る見込みがない認識を共有した上で、限られた需要に対して計画的に適切な交通サービスを提供す
ることが重要であることが提案されている

〇参考：さいたま市地域公共交通協議会資料（ポストコロナのバス交通）

出典：ポストコロナのバス交通～事業再生に向けたそれぞれの主体の役割（鈴木文彦：令和４年度 第２回さいたま市地域公共交通協議会資料）



31

検討結果のまとめ（協議内容②）

検討内容 検討結果

• コロナによるライフスタイルや社会情勢
の変化を踏まえ、コロナ前後の公共交通
利用や移動需要の影響を把握

• 公共交通利用は20%減少し横ばいで推移
し、これ以上は戻らないという観測が一般
的

• 国内外のカーボンニュートラルに向けた
方針や取組を調査し、国民の認知や取組
状況を整理

• 日本を含む123ヵ国、及びさいたま市に
おいて2050年温室効果ガス０を宣言

• 国民レベルでは認知・理解が低い



令和4年度専門部会の協議内容

32

令和5年度専門部会に向けて

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒東西交通に対する需要を検証するため、市内全体の移動のうち東西
交通の需要の対象規模を把握し、それに見合った新たな交通システ
ムを検証

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒東西交通の社会的な役割等を検証するため、新たなライフスタイル
やカーボンニュートラル等の社会情勢やくらしの変化から、将来的
な東西交通の持つべき役割・必要性に係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒①②の需要や社会変化の反映方法を把握するため、過年度の費用便
益分析や先進事例の検討内容を整理
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検討結果のまとめ（協議内容③）

検討内容 検討結果

• 過年度の検討結果から需要予測や費用便
益分析に影響を与える要因を把握

• ルートや停留場による所要時間の影響が大
きい

• 各拠点駅の開発動向、地下鉄7号線延伸や
埼玉県東西軸道路等の新たな事業は今後加
味する必要

• 宇都宮市、富山市及び金沢市の先進事例
から、費用便益分析の方法や新たな交通
システムの導入方針・留意事項を整理

• 費用便益分析は本市同様、既存の鉄道マ
ニュアルから算出

• 新たな交通システムの導入には課題が多く、
居住推進事業やバスサービス向上等の可能
な施策を並行して検討
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東西交通の４つのルート案別の概要

 東西交通のルートについては、現状及び将来の社会経済情勢、地域の移動ニーズ、まちづくり・土地利
用等の状況を踏まえた見直しが必要となる

〇モデルルートの概要

ルートⅠ ルートⅡ ルートⅢ ルートⅣ

ルートのねらい

・都心・副都心間の幹線
軸のうち主要な区間は、
シームレスに20 分以内
で移動が可能である環
境を整備

・速達性に優れたルート
を設定する

・需要を確保する必要があ
ることから、沿線人口の
多いルートを設定

・高速道路高架下の活用に
より、走行空間の確保、
費用対効果の面からも実
現性が高くなるルートを
設定

・既存道路を活用するルー
トを設定

〇モデルルートのイメージ

ルートⅠ：
速達性に優れたルート

ルートⅢ：
高速道路高架下活用ルート

ルートⅡ：
需要確保が見込まれるルート

ルートⅣ：
既存道路を活用したルート
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過年度の需要予測の算出方法

 各ルート案は、四段階推計法を用いて、交通機関分担、鉄道経路選択による非集計行動モデルを構築し
て行い、埼玉スタジアム2002利用者の予測を行っている

 需要予測当時の大宮・浦和美園周辺の開発人口を考慮しており、地下鉄7号線延伸や新都心バスターミ
ナル等の、現在整備済み、計画検討中の内容は前提としていない

〇モデルルート需要予測フロー

〇モデルルートのイメージ

開発人口の考え方

・ 平成26年8月末時点で建築確認申請が出ている
ものを見込む

・ 埼玉スタジアム2002の観客数は平成15年〜平
成25年の平均観客数

・ 大宮駅東口、西口の再開発事業を見込む
・ 浦和美園駅周辺開発を見込む（3万人超開発ビ

ルドアップ）
・ さいたま新都心駅付近に計画されている高

速バスターミナルについては考慮していな
い

路線 区間 開業予定 詳 細

鉄道

相鉄・東急直通線 羽沢（仮称）〜日吉 2019年 相鉄及び東急と
相直

相鉄・ＪＲ直通線 西谷〜羽沢（仮称） 2018年度内 相鉄及びＪＲと
相直

ＪＲ東北縦貫線 上野〜東京 2014年度末 東海道線と相直

小田急小田原線 代々木上原〜向ヶ丘遊
園 2014年 複々線化

（一部3線化）
西武池袋線 練馬〜石神井公園 2012年 複々線化

バス バスネットワークについては、現況と同じバス系統を基本とし
て見込む

道路 事業中の高速道路、都市計画道路等の完成を見込む。

〇モデルルート需要予測の前提条件（開発・ネットワーク）
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ルートⅠ案の需要予測結果

 モデルルートⅠ案～Ⅳ案について、需要予測では、４つのルートのうちモデルルートⅠ案の輸送需要が
最も多いと試算

 モデルルートⅠ案は、三浦停留場からさいたま新都心駅東口停留場間の交通量が多く予測されており、
当該地域からさいたま新都心駅への輸送需要が多く、モデルルートⅠ案によるＬＲＴの整備でさらに所
要時間が短縮されることにより、三浦停留場からさいたま新都心駅への輸送需要が高くなっていると想
定

 他のモデルルートは、三浦付近からさいたま新都心までは第二産業道路、大宮中央通線、中山道を経由
することで所要時間が長くなるため、輸送需要が少なくなっている

〇モデルルート需要予測結果

〇ルートⅠ案DO表



地下鉄7号線延伸事業の概要
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 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）岩槻延伸は、２０２３年度中に鉄道事業者に対する要請を行い、鉄道事業者が国への申
請手続きに入れる想定で事業化に向けた検討が進められている

⇒当初の需要予測において将来鉄道ネットワークに想定されておらず、正・負の影響を見極める必要がある

●地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸計画の概要

＜浦和美園地区のまちづくり方針＞

＜整備計画・構造の概要＞

延長 約7.2㎞
駅数 3駅（埼玉スタジアム駅・中間駅・岩槻駅）
運行形態 各駅停車
停留所個所数 21箇所

所要時間 約7分

＜事業実施スケジュール＞
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 埼玉県東西軸道路検討会では、外環道（三郷南～高谷）開通後の交通状況変化等に対応し、埼玉県南
部における慢性的な混雑を改善し、 物流施設の立地や人口集積が進む圏央道と外環道間の東西方向の
連携を強化する観点から、埼玉新都心線～東北道間を優先し、概略計画の検討（計画段階評価）を進
めている

埼玉県東西軸道路検討会の概要

優先検討区間 埼玉新都心線〜東北道間
求められるサービスレベル 多車線の自動車専用道路
概ねの起終点（優先検討区間） 起点：さいたま見沼ＩＣ、終点：東北道（浦和ＩＣ〜岩槻ＩＣ間）付近

配慮事項等

• 概略計画の検討にあたって、地域の重要な区域・施設を把握し、見沼田圃を始め生活環境、自然環境、歴史・文
化資源等に配慮

• さいたま市が中心となり、国や埼玉県とも連携し、道路の必要性等について地域住民の理解を得られるよう、 積
極的に取り組む

• 国、埼玉県及びさいたま市、周辺道路管理者の東日本高道路（株）及び首都高道路（株）と調整しながら、今後
の検討を進めていく



過年度の需要予測及び費用便益分析の算出方法

＜費用便益分析のフロー＞

開発計画等による
人口の変化 …等

整理する前提条件＜需要予測のフロー＞

将来交通ネットワ
ーク（地下７）の
変化 …等

年齢階層、目的施設
立地の変化 …等

出典：鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル
（運輸経済研究センター）

 4ルート案の費用便益分析における導入効果を図る視点・指標等を整理する

 その上で、需要予測の中で、将来の開発・土地利用や関連計画・事業、人口動態、沿線ニーズ変化等
の前提条件が相互に与える影響・効果を整理し、今後の事業評価に向けて必要な論点を抽出する。

⇒事業評価のマニュアルや先進事例の調査に基づき、東西交通大宮ルート沿線にもたらす効果や影響
の項目等を検討

出典：鉄 道 プ ロ ジ ェ ク ト の 評 価 手 法 マ ニ ュ ア ル 2 0 1 2 
（国土交通省鉄道局） 39



過年度の需要予測及び費用便益分析の算出方法

＜プロジェクト評価の体系＞

事
前
評
価
（
次
期
答
申
で
の
評
価

）

再
評
価
・
事
後
評
価

＜効果・影響の評価項目・指標の例＞

出典：鉄 道 プ ロ ジ ェ ク ト の 評 価 手 法 マ ニ ュ ア ル 2 0 1 2 （国土交通省鉄道局）
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次ページ参照



宇都宮市LRTにおける整備効果
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 宇都宮市では、LRT整備による効果として、利用者の利便性向上の他、公共交通の利用者の増加、
CO2排出削減等の定量的な効果を示している

 費用便益分析は、既存のマニュアルに基づき移動時間の短縮，交通事故減少，環境改善，エネルギー
消費節約を定量的に評価

〇LRT整備により期待する効果

出典：特許申請の需要予測と整備効果について（宇都宮市）

〇宇都宮市LRT費用便益評価結果

 費用便益分析は、移動時間に関わる利用者便益と合わせ
、道路混雑緩和、道路騒音の改善による局所的環境改善
便益、道路交通事故減少便益、鉄道事業者の収支向上に
よる供給者便益で評価

出典：うつのみやが目指すまちづくりと公共交通根ネットワーク（宇都宮市）



金沢市LRTにおける整備効果
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 金沢市では、LRT整備による効果として、コンパクトなまちづくりの実現を所与として、公共交通利
用者数増加や移動費用減少、CO2排出削減等を定量的な評価指標として設定

 費用便益分析は、既存のマニュアルに基づき移動時間の短縮、環境改善、事業収支の向上を評価

〇金沢市LRT整備により期待する効果・評価指標

出典：路面電車南北接続（第２期）ＬＲＴ整備計画（金沢市）

〇金沢市LRT費用便益評価結果

 費用便益分析は、移動時間に関わる利用者便益と合わせ
、道路混雑緩和による環境等改善便益、鉄道事業者の収
支向上による供給者便益で評価

評価指標
公共交通利
用者の増加

• 路面電車利用者数の増加を約50 万人/年見込
む

利用者の時
間短縮効果

• 公共交通の乗換え利便性が格段に向上するこ
とから、391 万人・分/年の時間

利用者費用
減少

• 路線全体で均一運賃とすることにより、26 百
万円/年の利用者の負担が減少する

環境等の
改善効果

• 自動車利用からの転換に伴う道路混雑の緩和
（79 万台・分/年）や二酸化炭素排出量の削
減が見込まれる
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富山市LRTにおける整備効果と関連施策

出典：ＬＲＴ等の都市交通整備のまちづくりへの効果（国土交通省）

 LRT 開業後、沿線地価は下げ止まり傾向が見られ、3 年後には富

山市全体平均が減少傾向にあるなかで商業系において上昇に転
じる

 沿線への転入者の増加、転出者の減少傾向が見ら
れる

公共交通沿線共
同住宅建設支援

「公共交通沿線居住推進地区」で、 共同住宅
建設に対して70 万円／戸を補助

地域優良賃貸住
宅供給促進事業

沿線住宅・居住環境指針に適合した高齢者向
け優良賃貸住宅及び特定優良賃貸住宅の建設
に対して住宅共用部分等整備費の2/3 を補助

公共交通沿線住
宅取得支援事業

「公共交通沿線居住推進地区」で、一定水準
以上の一戸建て住宅建設、建売住宅や中古住
宅購入、分譲型共同住宅購入に対して、金融
機関からの借入額の3％以内で、30 万円／戸
を限度に補助

〇LRT沿線へ居住を推進する事業

＜まちづくりへの効果：沿線地価＞

＜まちづくりへの効果：着工件数＞

 LRT 開業後、着工件数の増加傾向

＜まちづくりへの効果：転出入＞

 富山市では、都市マスタープランにおいて『鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線
に居住、商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させにより、公共交通を軸とした拠点集中型のコ
ンパクトなまちづくり』の実現を目指す」ものと定め、富山市公共交通沿線居住推進計画を策定

 公共交通沿線居住推進地区での住宅立地に対し支援を行う施策を実施
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金沢市における検討経緯

検討経緯 ・金沢市では、昭和50年代初頭より、金沢都市圏総合交通計画のかかる検討の中で新交通システムの検討を開始し、議
論が重ねられてきた

・2016年策定の「第2次金沢交通戦略」では、都心軸を通る新しい交通システムの導入や交通機能の連携強化を重点
施策に打ち出し、現在は「金沢市新しい交通システム検討委員会」により検討が進められている

・検討委員会では、LRT、BRT、モノレール、ミニ地下鉄を対象に、まちづくり・市民生活・交通政策上の観点から導
入機種や導入ルート案についての検討を重ね、利用者の上下移動の有無などの利便性や費用面、景観面等を勘案し、
地上でのLRT・BRTの整備がふさわしいとの提言を2017年2月にとりまとめた

・一方、LRT・BRTの導入に向けては、検討会で多くの課題が指摘されており、2018年度以降は、自動車交通の影響
対策や公共交通の利便性向上等の検討を行ってきた

・2021年以降は、新型コロナ感染症拡大等の社会情勢の変化を踏まえ、中長期的な公共交通の動向が見通しづらい環
境下にあることから、金沢市新しい交通システム導入検討委員会 は2022年9月に「公共交通を巡る危機的状況を踏
まえた 新しい交通システム導入に関する提言書 」を公表

・新しい交通システム を「導入するか」 、「導入しないか」の二者択一ではなく、 可能な施策から段階的に公共交通
の利便性向上に取り組む方針を定めている

〇金沢市の交通システム導入に向けた経緯

＜将来の交通体系像＞ ＜新しい交通システム導入に向けた提言（2019年）＞

 金沢市では、LRT・BRTの導入を前提とした、整備方針検討を実施してきた

 直近の検討においては、コロナ禍の影響を踏まえて、中長期的な公共交通の動向が見通しづらい環境
にあることから、多様な選択肢により段階的に公共交通の利便性向上に取り組む方針を打ち出してい
る
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金沢市における検討経緯

 金沢市新しい交通システム導入検討委員会 は2022年9月に「公共交通を巡る危機的状況を踏まえた
新しい交通システム導入に関する提言書 」を公表

 新しい交通システム を「導入するか」 、「導入しないか」の二者択一ではなく、可能な施策から段
階的に公共交通の利便性向上に取り組む方針を定めている

〇参考 金沢市新しい交通システム導入検討委員会 資料
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金沢市における検討経緯

〇参考 金沢市新しい交通システム導入検討委員会 資料
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金沢市における検討経緯

〇参考 金沢市新しい交通システム導入検討委員会 資料
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検討結果のまとめ（協議内容③）

検討内容 検討結果

• 過年度の検討結果から需要予測や費用便
益分析に影響を与える要因を把握

• ルートや停留場による所要時間の影響が大
きい

• 各拠点駅の開発動向、地下鉄7号線延伸や
埼玉県東西軸道路等の新たな事業は今後加
味する必要

• 宇都宮市、富山市及び金沢市の先進事例
から、費用便益分析の方法や新たな交通
システムの導入方針・留意事項を整理

• 費用便益分析は本市同様、既存の鉄道マ
ニュアルから算出

• 新たな交通システムの導入には課題が多く、
居住推進事業やバスサービス向上等の可能
な施策を並行して検討



令和4年度専門部会の協議内容
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令和5年度専門部会に向けて

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒東西交通に対する需要を検証するため、市内全体の移動のうち東西
交通の需要の対象規模を把握し、それに見合った新たな交通システ
ムを検証

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒東西交通の社会的な役割等を検証するため、新たなライフスタイル
やカーボンニュートラル等の社会情勢やくらしの変化から、将来的
な東西交通の持つべき役割・必要性に係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒①②の需要や社会変化の反映方法を把握するため、過年度の費用便
益分析や先進事例の検討内容を整理



令和5年度専門部会に向けて

①東西交通大宮ルートの
必要性の再検証

②新たな交通システムの
導入方針の検討

③新たな交通システムの
導入計画の検討

④事業評価の検討

⑤次期答申に向けた計画
の判断

⑥次期答申の対応

次期答申（R13）

• 最新のPT調査結果等に基づいた、大宮～浦和美園エリアの市内外の移動
実態、ニーズの現状把握

• 輸送システムの特性、導入空間、走行空間、関連法制度等について事業
化のための課題を整理

• 大宮～浦和美園間の交通ネットワーク・サービスレベルや移動ニーズに対
する現状の交通ネットワーク・サービスの過不足を整理

• 新型感染症の拡大等の社会情勢・くらしの変化を踏まえた将来的な東西交
通の必要性を再検証

①東西交通大宮ルートの必要性の再検証

〇東西交通に係る交通の現状把握

• 大宮GCS構想、浦和美園・東西交通沿線まちづくり、地下鉄7号線延伸等

の、東西交通に係る具体の関連計画・事業の進捗、内容を把握し、東西交
通大宮ルート導入による影響（関連計画へのメリット・デメリット）を整理

• 大宮～浦和美園間の地域・エリアの土地利用や住民ニーズ、エリアマネジ
メント等の動向を把握し、東西交通大宮ルート導入が地域にもたらす効果
及び懸念事項を整理

• 総合振興計画、SMARTプラン、地域公共交通計画等の上位・関連計画

の見直し・策定を踏まえた、将来都市構造・交通ネットワークにおける東西
交通の位置づけ、役割からその必要性を整理

〇東西交通に係るまちづくりの現状把握

• 東西移動のボリューム、
需要の発生箇所、目的地

• 開発計画、住宅地立地、
道路計画・線形…

ニーズ、土地利用、道路線形
に見合ったシステムの選定

• 東西交通の受益者（ボリュ
ーム）、時間短縮効果

• 開発計画への影響、上位
計画等の連携・波及効果
、住民ニーズ

事業の投資効果（事業による
効果・影響）

• 今年度は検討ステップ①東西交通大宮ルートの必要性の再検証のうち、移動実態の把握や関連事業や地域に与
える影響等を整理することで、今後の検討ステップでの協議の土台を整えた。

• これに加え、上位計画等における将来都市構造や交通ネットワークの方針を踏まえて、来年度の第1回専門部
会において、将来的な東西交通の必要性、役割、位置づけを整理し、再検証結果を示す予定とする。

【R5年度第1回専門部会】
• 将来的な東西交通の位置づけ、役割から必要性を整理し、

再検証結果を示す
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※R5年度検討事項


